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首都直下地震

地震被害編４

１．関東大震災
２．首都直下地震
３．備えるべき地震と被害
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１４７年

９０年

関東大震災の発生は？（従来の考え）

関東大震災
１７０３（元禄）

１９２３（大正）

２１??

２２０年

２００年
～

３００年



①最大クラスの地震
・２０００～３０００年周期
・元禄関東地震と同等以上
・東京湾３ｍ、太平洋岸１０ｍ超も

②元禄関東地震
・ ２０００～３０００年周期
・前回１７０３年から約３００年
・東京湾３ｍ、太平洋岸１０ｍ超も

③大正関東地震
・２００～４００年間隔
・前回１９２３年から９０年
・東京湾２ｍ、太平洋岸６～８ｍ

④房総半島南東沖
・過去、単独発生の記録なし
・房総沿岸で１０ｍ超も

※東日本大震災で誘発される可能性？

①

長期的な対象

関東大震災の発生は？（見直し）
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首都直下地震

１．関東大震災
２．首都直下地震
３．備えるべき地震と被害



・関東大震災（Ｍ＝８）は１００年以上先。
・活動期に入るとＭ＝７クラスがたびたび発生。
・今後３０年以内にＭ＝７クラスの直下地震が発生する確率は７０％

→いつ、どこで、どれぐらいの大きさの地震が？

首都直下地震とは

（内閣府・中央防災会議資料に加筆）
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①地殻内（北米プレートまたはフィリピン海プレート）の浅い地震
②フィリピン海プレートと北米プレートの境界の地震
③フィリピン海プレート内の地震
④フィリピン海プレートと太平洋プレートの境界の地震
⑤太平洋プレート内の地震
⑥フィリピン海プレート及び北米プレートと太平洋プレートの境界の地震

首都直下地震の被害想定と対策について（中央防災会議 平成２５年１２月）

首都直下地震はどこで？



地殻①の全域に個別にＭ６．８地震を起した場合の震度

（内閣府・中央防災会議資料に加筆）

①

どこでも６強以上になる可能性がある



社会全体の目標は？

社会的影響が最も
大きい地震は？

どこで起きたら？
・死者が多い
・インフラが壊滅
・交通網が壊滅

（内閣府・中央防災会議資料に加筆）

※発生確率は無関係
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都心南部直下地震（Ｍ７．３）

神奈川、東京、埼玉、千葉
阪神淡路大震災の５～２０倍？

（内閣府・中央防災会議資料に加筆）



新たな知見

●東京湾北部地震は大正関東地震で応力が解放されており除外

●神縄・国府津―松田断層帯は大正関東地震の分岐断層

（内閣府・中央防災会議資料）
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首都直下地震

１．関東大震災
２．首都直下地震
３．備えるべき地震と被害
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備えるべき地震とは？

●どこでも起こる直下地震
・首都中枢や物流機能を直撃する都心南部直下地震（Ｍ７．３）
・どこでも起きる直下地震（Ｍ６．８レベル）

●必ず起こる海溝型地震
・東海・東南海・南海連動（東京の震度は５弱～５強）

→東海～西日本は大災害
・高層ビルは大きく揺れる
・日本全体の活動がとまり、大混乱
・関東へ疎開者が多数

・関東大震災は来世紀と思われる
→長期的な対象

・津波は太平洋岸で６～８ｍ、東京湾２ｍ
→ただし東日本大震災の余震（房総沖）が心配

いつ、どれぐらいの大きさで起きるか分からないが
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関東大震災への備えは？
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●壊滅的被害
●軽微な被害
●避難に適した場所
●指定避難場所

津波避難計画の検討
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津波避難ビル：民間マンション
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電力（発電所）の被害について

東日本大震災で被害を生じた（一部停止）東京湾岸の火力発電所

横浜、磯子（電源開発）、東扇島、大井、千葉、五井の６火力発電所
※揚水式発電所も原発に依存しているために停止

発電形式 総発電能力 原発停止時 東京湾火力停止時

原子力 １，７３０ ０ ０

火力（自社） ３，９００ ３，９００ １，０５０

火力（他社） ７４０ ７４０ ６５０

水力（自流） ３００ ３００ ３００

水力（揚水） ８５０ ０ ０

合計 ７，５２０ ４，９４０ ２，０００

（万ｋｗｈ）東京電力の発電能力

足りるか？計画停電？
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ガス・水道被害

ガス： ・導管については地震計（ＳＩセンサー）により自動遮断される。
・各戸でもマイコンメーターにより自動遮断されるため、ガス洩れによ
る事故の可能性は低い。
・地下に埋設されたガス管の被害調査と復旧には時間を要する。

水道： ・地下に埋設された水道管の被害調査と復旧には時間を要する。

エレベータ被害

・エレベータは、概ね全台（数十万台）が非常停止
・エレベータ閉じ込めも多数発生する。

復旧について
・先ず閉じ込め者救出を優先（１週間程度か）
・１棟につき１台の運転再開まで１ヶ月？
・エレベターの全面復旧は数ヵ月を要すると思われる。

ガス・水道・エレベータ被害
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交通被害（個人的見解を含む）

橋梁 主要橋梁被害が震度６強～７を中心に多数発生。

鉄道 震度５強以上は停止（余震が継続中は再開しない）。
震度６強～７では脱線事故もある。復旧めどは立たない。

道路 環７の外から中への通行禁止（う回路としては使用可能）
緊急自動車専用路（一般車両の通行禁止）の指定

阪神電鉄本線石屋川駅付近

高速道路
国道など

緊急自動車専用路

（詳細は警視庁ＨＰを参照）
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東京湾北部地震を想定した事業継続計画例

業務
・被災地域外・・サービスの継続
・被災地域内・・自社関連・顧客の被害調査

本社機能の被害想定
・社員は出勤不可能（出勤したら新たな帰宅困難者）
・都心の本社は１ヶ月以上ビル機能が停止する。
・停電、断水、エレベータ停止・・

対策・対応
・代替事務所、情報システムのバックアップ
・全国からの応援の受け入れ
・計画停電対応、業務の手作業化も

（第４回事業継続対策セミナー／東京海上日動リスクコンサルティング指田氏の講演より）



20（内閣府・中央防災会議資料に加筆）

国立病院機構 災害医療センター

＋
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医療機関の対応計画（重傷者受け入れ）

２００３年
国）災害医療センター

何人救えるのか？


